
看護職員勤務環境改善施設整備事業実施要領 

 

（目的） 

第１ 県は，保健師，助産師，看護師及び准看護師（以下「看護職員」という。）の離職防

止を図るため，第２に掲げる者（以下「補助対象事業者」という。）が行う看護師勤務環

境改善施設の整備事業に要する経費について，当該補助対象事業者に対し，予算の範囲

内において看護師勤務環境改善施設整備費補助金を交付するものとし，その交付等に関

しては，地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金交付要綱（以下「補助要綱」とい

う。），補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定

めるもののほか，この要領の定めるところによる。 

 

（補助対象事業者） 

第２ この事業の補助対象事業者は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条の３

に規定する地方公共団体，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する地方独立行政法人，及び公的団体（日本赤十字社，社会福祉法人恩賜財

団済生会，全国厚生農業協同組合連合会及び社会福祉法人北海道社会事業協会）を除い

た者であって，次の（１）及び（２）の条件を満たす者とする。 

（１）看護業務見直し改善検討委員会等を設置し，申し送り時間の改善や省力化機器の導

入等看護業務の改善に積極的に取り組んでいる病院 

（２）院内研修等独自に離職防止対策を実施している病院 

 

（交付対象等） 

第３ 看護師勤務環境改善施設整備費補助金の交付対象となる経費及び補助率は，別表１

のとおりとし，補助額は次により算出する。ただし，算出された額に１，０００円未満

の端数が生じた場合は，これを切り捨てるものとする。 

（１）別表１の第１欄に定める基準額と第２欄に定める対象経費の実支出額とを比較して，

少ない方の額を選定する。 

（２）前号により選定された額と当該事業に係る総事業費から寄附金その他の収入額を控

除した額とを比較して少ない方の額に別表１の第３欄に定める補助率及び別表３に

定める調整率を乗じて得た額を補助金とする。 

２ 次に掲げる費用については，この補助金の交付の対象とならないものとする。 

 （１）土地の取得又は整地に要する費用 

 （２）門，柵，塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用 

 （３）設計その他の工事に伴う事務に要する費用 

  （４）既存建物（既存建物を買収することが建物を新築することより効果的であると認

められる場合における当該建物を除く。）の買収に要する費用 



 （５） その他整備費として適当と認められない費用 

 

 

   附 則 

１ この要領は，平成２９年１０月６日から施行し，平成２９年度予算に係る補助金に適

用する。 

２ この要領は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用するものとする。 

 

 

別表１ 

１ 基準額 ２ 対象経費 ３ 補助率 

 次に掲げる基準面積に別表２に定める単

価を乗じた額の合算額とする。 

（基準面積） 

  １看護単位につき ５０㎡ 

 

 ナースコールを更新付設する場合は１㎡

当たり１１４，２００円を加算する。 

 

 看護職員が働きやすく離職防止

につながる次の部門の新築，増改

築，改修に要する工事費又は工事

請負費 

 

 看護師詰め所，処置室，症例等

検討会議室等 

０．３３ 

（注）１ 過去に同一事業について補助を受け，現に使用しているときは，基準面積 

（基準面積が定められていないときは基準額とする。以下この項において同じ。） 

     から当該補助の際の基準面積を差し引いた面積を基準面積とする。 

   ２ 建築面積が基準面積を下回るときは，当該建築面積を基準面積とする。 

 

 

別表２ １平方メートル当たりの単価表 

構造 単価 

鉄筋コンクリート １５９，９００円 

ブロック １３９，７００円 

木造 １５９，５００円 

（注）上記基準単価は，新築及び増改築事業における補助金算出の限度となる単価であり，

建築単価が基準単価を下回るときは，当該建築単価を基準単価とする。 

 

 

 



別表３ 既存病床数の割合による調整（前年度３月３１日現在） 

既存病床数が医療計画上の基準病床数に占める割合 

（精神病棟，感染症病棟，結核病棟，療養病棟，一般病棟の合計） 

調整率 

 １０５％以上 ０．９５ 

 １０５％未満 １．００ 

 

 


